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1．当行の業績
u 業務粗利益、経費・OHR、業務純益、不良債権処理、
当期純利益、ＴｉｅｒⅠ比率の推移

2．営業実績
u セクター別プロフィット：業務純益、内部付加価値

u サービスチャネルの維持・発展

u 貸出ボリュームの拡大

u 利鞘の改善

u フィービジネスの強化：法人向けシ・ローン・私募債、投資型商品（投資信託・
年金保険）

3．今後の経営戦略
u リージョナル・リテール特化戦略の成果

u 営業の基本戦略

u 経営の方向性
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n 04年度上期の業務粗利益は、証券化益の減少等により、前年同期比▲24億円の1,019億円。
n 一方、コアベース（国内資金利益+役務利益）では、前年同期比微増（+3億円、+0.3%）。
n 04年度通期の予想は2,060億円（前年度比+24億円、+1.1%）。

n 04年度上期の業務粗利益は、証券化益の減少等により、前年同期比▲24億円の1,019億円。
n 一方、コアベース（国内資金利益+役務利益）では、前年同期比微増（+3億円、+0.3%）。
n 04年度通期の予想は2,060億円（前年度比+24億円、+1.1%）。

1. 1. 当行の業績当行の業績
（１）業務粗利益の推移

（注）コアベース：国内資金利益＋ 国内役務取引等利益
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n 04年度上期の経費は424億円（前年同期比▲12億円、▲2.6%、調整後OHR41.1% ）。
n 04年度通期の予想は870億円（外形標準課税の影響[+12億円]を除き前年比横ばい）。

n 04年度上期の経費は424億円（前年同期比▲12億円、▲2.6%、調整後OHR41.1% ）。
n 04年度通期の予想は870億円（外形標準課税の影響[+12億円]を除き前年比横ばい）。

（注）調整後ＯＨＲ＝経費÷ 業務粗利益（債券5勘定尻＆債券デリバティブ損益調整後）

（２）経費・OHRの推移

1. 1. 当行の業績当行の業績
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n 04年度上期の業務純益は、前年同期比▲12億円（▲2.0%）の595億円。
n 一方、コア・ベースでは、前年同期比増加（+15億円、+2.8%）。
n 04年度通期の予想は1,190億円（前年度比+12億円、+1.0%）。

n 04年度上期の業務純益は、前年同期比▲12億円（▲2.0%）の595億円。
n 一方、コア・ベースでは、前年同期比増加（+15億円、+2.8%）。
n 04年度通期の予想は1,190億円（前年度比+12億円、+1.0%）。

（３）業務純益（一般貸引繰入前）の推移

1. 1. 当行の業績当行の業績

（注）コアベース：（国内資金利益＋国内役務取引等利益）－国際・市場部門を除く国内業務部門経費（行内管理ベース）
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n 04年度上期の処理額は248億円。04年度通期の予想処理額は350億円（前年度比▲14億円、
▲3.8%）。

n 与信費用比率は0.45%程度までの低下を見込む。

n 04年度上期の処理額は248億円。04年度通期の予想処理額は350億円（前年度比▲14億円、
▲3.8%）。

n 与信費用比率は0.45%程度までの低下を見込む。

（注）与信費用比率＝不良債権処理額（クレジットコスト）÷総貸出平残（国内部門）
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n 04年9月の不良債権比率は3.8%まで低下。
n 大口貸出先数は順調に減少。引き続きリスクの分散を図る。

n 04年9月の不良債権比率は3.8%まで低下。
n 大口貸出先数は順調に減少。引き続きリスクの分散を図る。

（４）不良債権処理②

1. 1. 当行の業績当行の業績
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n 04年度上期の中間純利益は264億円（前年同期比+64億円、+31.6%）。
n 04年度通期の予想は550億円（前年度比+76億円、+16.0%）。
n 今後もＲＯＥのさらなる引上げを目指していく。（04年度上期実績：10.4%）

n 04年度上期の中間純利益は264億円（前年同期比+64億円、+31.6%）。
n 04年度通期の予想は550億円（前年度比+76億円、+16.0%）。
n 今後もＲＯＥのさらなる引上げを目指していく。（04年度上期実績：10.4%）

（５）当期（中間）純利益の推移

（注１）

（注２）減損処理の影響額：株式減損処理実施額×0.6（1-実効税率）

1. 1. 当行の業績当行の業績
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（６）ＴｉｅｒⅠ比率の推移

n 04年9月（連結ベース）：Tier１比率 8.33%、自己資本比率 10.97%。
n 公的資金全額返済（550億円市場売却、450億円買入）、CB転換（599億円(99.9%)転換）により、Tier１
の質・量ともに大幅に向上。

n 04年9月（連結ベース）：Tier１比率 8.33%、自己資本比率 10.97%。
n 公的資金全額返済（550億円市場売却、450億円買入）、CB転換（599億円(99.9%)転換）により、Tier１
の質・量ともに大幅に向上。

1. 1. 当行の業績当行の業績
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n 個人部門：住宅ローンの増加、投信等役務収益増加により、業務純益の額・割合ともに大幅増加。
n 法人部門：貸出残高の低迷にもかかわらず、利鞘改善努力により業務純益は増加傾向。

n 個人部門：住宅ローンの増加、投信等役務収益増加により、業務純益の額・割合ともに大幅増加。
n 法人部門：貸出残高の低迷にもかかわらず、利鞘改善努力により業務純益は増加傾向。

（１）部門別業務純益の推移

2. 2. 営業実績営業実績－セクター別プロフィット－セクター別プロフィット

（注１）部門別業務純益は、行内管理ベース
（注２）点線枠内の数値は、各部門別業務純益の営業部門全体に対する割合
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n 04年9月の内部付加価値額構成比：県内中小企業 25%、個人住宅系 59%。
n 引き続き県内中小企業、個人住宅系に注力。

n 04年9月の内部付加価値額構成比：県内中小企業 25%、個人住宅系 59%。
n 引き続き県内中小企業、個人住宅系に注力。

（注１）企業取引は、正常先と要管理先以外の要注意先。中小企業＝資本金10億円未満（大中堅企業＝資本金10億円以上）
（注２）調達コスト率は、個々のローンの金利更改期間に対応した市場調達金利から算出したもの
（注３）平均損失率は、行内格付遷移から推定した想定デフォルト率と保全率より推定した想定回収率より算出した期待損失率
（注４）リスクチャージは、リスク量（信用リスク、市場リスク等）を使用資本とし、その使用コストを目標ＲＯＥ10％（税引前17％）として算出したもの

2. 2. 営業実績営業実績－セクター別プロフィット－セクター別プロフィット

（２）内部付加価値の状況
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（注）03年3月のリスクチャージは04年9月の値を使用

n 04年9月：内部付加価値額は、03年3月比で約19%増加。（主として平均損失率の低下による付加価値
率の改善が寄与）

n 04年9月：内部付加価値額は、03年3月比で約19%増加。（主として平均損失率の低下による付加価値
率の改善が寄与）

2. 2. 営業実績営業実績－セクター別プロフィット－セクター別プロフィット

（３）内部付加価値の推移（その１：県内中小企業向け融資）
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（注１）個人住宅系ローン＝住宅ローン＋アパートローン
（注２）03年3月のリスクチャージは04年9月の値を使用

n 04年9月：内部付加価値額は、03年3月比で約20%増加。（主として貸出額の増加が寄与）n 04年9月：内部付加価値額は、03年3月比で約20%増加。（主として貸出額の増加が寄与）

2. 2. 営業実績営業実績－セクター別プロフィット－セクター別プロフィット

（３）内部付加価値の推移（その２：個人住宅系ローン）
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n 顧客ニーズに応じた機能別拠点展開により、効率的なサービスチャネルを構築。
n 今後、機能特化型店舗の機能見直しおよび無人チャネルのさらなる拡大により、リテール営業力を強化。

n 顧客ニーズに応じた機能別拠点展開により、効率的なサービスチャネルを構築。
n 今後、機能特化型店舗の機能見直しおよび無人チャネルのさらなる拡大により、リテール営業力を強化。

（注１）機能特化型店…店頭営業を柱に、主として個人向け営業に特化した小規模店舗
（注２）ミニ店舗…機能特化型店のうち、従業員（パート含む）を４～６名に絞った最小規模店舗

2. 2. 営業実績営業実績－サービスチャネル－サービスチャネル

サービスチャネルの維持・発展
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2727

544232

130130
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１．有人チャネル数

フルバンキング店

住宅ローンセンター

機能特化型店
（うちミニ店舗）

（年度）

（店）

          ２９３ 　         ３０５　           ３１８             ３２６             ３２６            ３２０  　         ３１２             ３４５          ３４６
   　                             　                       　　          （ うち０３年度以降にＡＴＭを設置した駅 ）       （５５）         （６１）

サービスチャネルの推移

２．無人チャネル数

３．その他のチャネル

テレフォンバンキング開始（98年1月）
個人向けインターネットバンキング（ＩＢ）開始（99年4月）

法人向けＩＢ開始（03年4月）

今後、中小企
業融資推進機
能を付与する
店舗を拡大
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2. 2. 営業実績営業実績－貸出ボリュームの拡大－貸出ボリュームの拡大

n 法人新規担当者の段階的な増員を図り、現在60人体制。
n 04年度上期：01年度下期以降の新規先の融資平残は3,600億円に拡大。

n 法人新規担当者の段階的な増員を図り、現在60人体制。
n 04年度上期：01年度下期以降の新規先の融資平残は3,600億円に拡大。

（１）法人新規取引の拡大

91

442

872

1,806

2,860

3,634

0

2,000

4,000

01下 02上 02下 03上 03下 04上

新規取引先に対する融資残高の推移（平残、億円）

（年度）

(単体ﾍﾞｰｽ)

01下

02上

03上

04上

02下

03下

03/7～
新規担当者52名

～02/11
新規担当者27名

04/8～
新規担当者60名

02/11～
新規担当者50名
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n 04年9月の個人ローン残高は、約3兆3千億円まで増加（証券化要因調整後）。
n 04年9月の個人ローン比率は、42.2%まで上昇。

n 04年9月の個人ローン残高は、約3兆3千億円まで増加（証券化要因調整後）。
n 04年9月の個人ローン比率は、42.2%まで上昇。

（注１）個人ローン＝住宅ローン＋アパートローン＋消費資金ローン
（注２）個人ローン比率＝個人ローン末残（証券化分は除く）÷総貸出末残
（注３）04年9月の増加率は、03年9月比の年率。

（２）個人ローンの増強（その１）

2. 2. 営業実績営業実績－貸出ボリュームの拡大－貸出ボリュームの拡大

31,531 31,757

26.6%
28.1% 28.0%

29.6%
31.2%

33.8%
36.4%

42.2%
39.6%

+7.5%
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+10.0%

+7.5%

+4.5%

+2.3%+0.7%+0.9%

22 ,400 22 ,599 22 ,750
23 ,272
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28 ,775
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32 ,276
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９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 04/9
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

個人ローン残高

（年度）

（末残、億円）
個人ローン残高等の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)

個人ローン増加率
（年率換算）

証券化分

個人ローン比率
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n 04年9月の住宅ローン増加率は、前年同月比で+10.7%（証券化要因調整後）。
n 引き続き住宅系ローンの増強に注力。

n 04年9月の住宅ローン増加率は、前年同月比で+10.7%（証券化要因調整後）。
n 引き続き住宅系ローンの増強に注力。

（２）個人ローンの増強（その２）

2. 2. 営業実績営業実績－貸出ボリュームの拡大－貸出ボリュームの拡大

（注1）04年9月の増加率は、03年9月比の年率。

18,97918,884

+14.0%

+17.6%

+16.3%

+8.1%
+7.1%

+4.4%
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９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 04/9 （年度）

（末残、億円） 住宅ローン残高の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)

住宅ローン残高

証券化分
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n 04年度上期：貸出金利回りの低下を経費率の圧縮で補い、預貸金利鞘はほぼ横這いを確保。
n 04年度通期：利回り引上げ努力により、引き続き高い水準の利鞘確保を見込む。

n 04年度上期：貸出金利回りの低下を経費率の圧縮で補い、預貸金利鞘はほぼ横這いを確保。
n 04年度通期：利回り引上げ努力により、引き続き高い水準の利鞘確保を見込む。

（注１）対象残高＝国内業務部門の預貸金平残
（注２）経費率＝経費（除く臨時経費）÷預金平残

2. 2. 営業実績営業実績－利鞘の改善－利鞘の改善

（１）預貸金利鞘

0.24% 0.20%

1.47%
1.37%

1.25%
1.18%

1.10%
1.07%

1.00%

0.32%
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0.79% 0.94%

1.01%
1.04% 1.13%
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預貸金利鞘の推移（国内部門）

預金利回り

経費率

預貸金利鞘

貸出金利回り

　予想

（％）

（年度）

(単体ﾍﾞｰｽ)

年度通期予想
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（２）貸出金利回り

n 97年度以降、利鞘改善運動（ＲＯＡ向上運動→ＲＡＲＯＡ向上運動→付加価値向上運動）を精力的に
実施。

n 04年9月の平均貸出約定金利は、97年3月対比で都銀比0.412%、地銀比0.185%改善。

n 97年度以降、利鞘改善運動（ＲＯＡ向上運動→ＲＡＲＯＡ向上運動→付加価値向上運動）を精力的に
実施。

n 04年9月の平均貸出約定金利は、97年3月対比で都銀比0.412%、地銀比0.185%改善。

2. 2. 営業実績営業実績－利鞘の改善－利鞘の改善

（注１）出所：日銀金融経済統計
（注２）平均貸出約定金利は、各年とも単月の平均値
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当  行

＜乖離幅：地銀比＞
　0.229%（97/3）
　　→ 0.044%（04/9）
　へ縮小（0.185%改善）

＜乖離幅：都銀比＞
　0.000%（97/3）
　　→ 0.412%（04/9）
　へ拡大（0.412%改善）

＜第２段階＞
 RAROA向上運動

＜第３段階＞
 付加価値向上運動

＜第１段階＞
 ROA向上運動

（年/月）
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n 投資型商品販売（投信、年金保険等）を中心として役務収益を増強。
n 04年度上期の役務収益は149億円（前年同期比+6億円、+4.1%）、同役務収益率は14.8%。
n 04年度通期の予想役務収益率は14.8%を見込む。

n 投資型商品販売（投信、年金保険等）を中心として役務収益を増強。
n 04年度上期の役務収益は149億円（前年同期比+6億円、+4.1%）、同役務収益率は14.8%。
n 04年度通期の予想役務収益率は14.8%を見込む。

（注）役務収益率＝国内役務収益額÷業務粗利益（国内部門、債券5勘定尻＆債券ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞﾞ損益調整後）
ただし、０４年度の業務粗利益については、調整前の値（公表予想値）を使用

2. 2. 営業実績営業実績－フィービジネスの強化－フィービジネスの強化

（１）役務収益の推移

89 98 101 103 107 123 121 143

104 105 119 117 124
130 135

146

149

10.8%
11.6%
12.2% 11.9%

12.5%
13.5% 13.7%

14.4%

年度通期予測
14.8%

193 203
220 220 231

253 256
288

315

0

100

200

300

400

500

９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４
4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%
役務収益率

（年度）
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n 私募債、シンジケートローンとも04年度上期の取扱実績は順調に増加。
n 04年度上期の私募債、シンジケートローンの手数料収益は18億円（前年同期比 +5億円）。

n 私募債、シンジケートローンとも04年度上期の取扱実績は順調に増加。
n 04年度上期の私募債、シンジケートローンの手数料収益は18億円（前年同期比 +5億円）。

（２）私募債・シンジケートローンの推進

2. 2. 営業実績営業実績－フィービジネスの強化－フィービジネスの強化

（注）シンジケートローンには、コミットメントライン関連手数料を含む
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n 02年10月より販売を開始した年金保険は、順調に増加。（02年度：73億円→04年度上期：691億円）
n 預り資産全体における投資型商品残高の割合は、04年9月には11.4%まで上昇。

n 02年10月より販売を開始した年金保険は、順調に増加。（02年度：73億円→04年度上期：691億円）
n 預り資産全体における投資型商品残高の割合は、04年9月には11.4%まで上昇。

（３）投資型商品の推進

2. 2. 営業実績営業実績－フィービジネスの強化－フィービジネスの強化

（注）投資型商品比率＝投資型商品末残÷（個人預金末残＋投資型商品末残）
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n 手数料料率の高い株式投信と年金保険の増加により、04年度上期の個人向け投信・年金保険の収益
は、28億円に増加（前年同期比+5億円）。

n 手数料料率の高い株式投信と年金保険の増加により、04年度上期の個人向け投信・年金保険の収益
は、28億円に増加（前年同期比+5億円）。

（４）投資信託・年金保険の収益性

2. 2. 営業実績営業実績－フィービジネスの強化－フィービジネスの強化
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（１）リージョナル・リテール特化戦略の成果

3. 3. 今後の経営戦略今後の経営戦略－営業戦略

（注１）リスクアセット対業務純益比率＝業務純益（一般貸倒引当金繰入前）÷（(期末リスクアセット＋前期末リスクアセット)/2)
（注２）メガバンクは、東京三菱、三井住友、UFJ、みずほ、みずほコーポレートの平均で、単体ベース。地銀上位行は、当行を除く上位9行（千葉、
静岡、常陽、福岡、広島、足利、北陸、群馬、八十二）の平均で、単体ベース

n 各種施策を実行した結果、リスクアセット対業務純益比率は、96年度比約3.5倍の水準へ。
n メガバンク・地銀上位行平均に比べ、高い水準を実現。
n 引き続き、リージョナル・リテール業務に注力。

n 各種施策を実行した結果、リスクアセット対業務純益比率は、96年度比約3.5倍の水準へ。
n メガバンク・地銀上位行平均に比べ、高い水準を実現。
n 引き続き、リージョナル・リテール業務に注力。

96年度 0.54%

03年度 1.80%

04年度上期 1.87%

0

500

1,000
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（リスクアセット：億円）

リスクアセット対業務純益比率の推移

77

(単体ﾍﾞｰｽ)（業務純益：億円）

・貸出ポートフォリオの入替え
　（低リスク・ウエイト資産へのシフト）
・保有株式の圧縮
・不良債権処理

比率は
　　　約３．５倍

　①業務粗利益の増加
　　・住宅ローン・中小企業
　　　 　　　　　　貸出の増強
　　・預貸金利鞘の拡大
　　・フィービジネスの強化
　②経費の節減

収益の拡大

リスクアセットの圧縮

03年度
メガバンク平均：　1.53％
地銀上位行平均：　1.38％
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3. 今後の経営戦略－営業戦略

アセット・ビジネス（預金・貸出など） フィー・ビジネス（手数料）

法
人
取
引

個
人
取
引

①中小企業向け貸出

②非製造業向け貸出の重視

③新規取引先の開拓

④利鞘の改善

①私募債

②シンジケート・ローン

③ビジネス・マッチング

④デリバティブ

①投資信託・公共債

②損害保険（火災）

③個人年金保険

④証券仲介業

①住宅ローン・アパートローン

②消費者ローン（カードビジネスを含む）

③無担保ローン（マイカーローンなど）

④資産運用コンサルティング

サービスチャネル

（店舗・ATMなど）

n 基本戦略：リージョナル・リテールに特化。
n 分野別に推進ポイントを絞り込み、徹底したリージョナル・リテール戦略を展開。

n 基本戦略：リージョナル・リテールに特化。
n 分野別に推進ポイントを絞り込み、徹底したリージョナル・リテール戦略を展開。

（２）基本戦略
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3. 3. 今後の経営戦略今後の経営戦略

n 公的資金の返済にともない、中期経営計画「バリューアップ」を進化発展させ、05年4月より新中計ス
タート予定。

n 引き続き、「株主」・「お客さま」・「銀行」のさらなる価値向上により、持続的な成長を目指す。

n 公的資金の返済にともない、中期経営計画「バリューアップ」を進化発展させ、05年4月より新中計ス
タート予定。

n 引き続き、「株主」・「お客さま」・「銀行」のさらなる価値向上により、持続的な成長を目指す。

（３）経営の方向性

銀行の価値向上お客さまの価値向上

株主の価値向上

収益力の強化、ローコストオペレーショ
ンの更なる徹底

「剰余金の積上げ」から「資本の有効
活用」へ ～ＲＯＥの向上

商品・サービス力の強化
～提携・連携戦略の検討・実施

顧客満足、顧客利便性の向上
を重視した営業体制の構築
～イメージアップ戦略

「公的資金の返済」、「安定配当」から
「株主重視の経営」へ ～株主還元策
の検討・実施



事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみ
を目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものでは
ありません。本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変
更されることがあります。本資料には将来の業績に関する記述が含まれてお
りますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営環境の
変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。


